


 宮崎県の中央部に川南町があります。ここを中心

に、このオレンジ色の周囲が児湯郡と呼ばれる地域

になります。西都市を含む１市５町からなります。 

 平成 22 年の口蹄疫及びその後の鳥インフルエン

ザの発生により、畜産及び関連産業が大打撃を受

け、畜産の再生が重要な課題となっています。西

都・児湯地域の畜産産出額は、平成 18 年で 412 億

円、うち豚が 108 億でした。口蹄疫によってこれら

の大部分が失われたということになります。 



 口蹄疫の発生状況ですが、2010 年４月に都農町

で口蹄疫の発生がありました。最終的に発生農場数

が 292農場、ワクチン接種農場が 1,111農場でした。

2010 年４月 20 日に１例目が確認され、４月 27 日

に豚で国内初の口蹄疫が確認されております。 

 ゴールデンウイークを過ぎ、５月 18 日に当時の

東国原宮崎県知事によって非常事態宣言が出され、

その後５月 22 日に、国内初となるワクチン接種が

決定されて、最終的には先ほどの 1,300近くの農場

の殺処分ということになりました。頭数としては、

牛が６万 9,000 頭強、豚が 22 万頭ということで、

県内の頭数のおよそ２割が殺処分されました。 



産業産出額の推移ですが、平成 21年の養豚は、

470 億でしたが、口蹄疫発生年の平成 22 年が 392

億となり、152 億のマイナスになりました。これに

は４月までの産出額が含まれていますので、その後

の平成 23年が本当の全く家畜の出荷がない状態で、

マイナス 177億ということで、これもおよそ２割強

の産出額のマイナスということになります。 

また、畜産だけではなく、宮崎県内経済の非常事態

宣言が発令され、いろいろなイベントの制限が行わ

れたことで、宿泊・飲食含めた観光関連産業が非常

に大打撃を受け、関連産業もありますので、これら

を含めると 2,350億の経済被害ということが県から

発表されています。 



 そういう中で新生養豚プロジェクト協議会を立

ち上げ、今現在、２年ほどになります。現在、地域

に生産者は 60名ほどいるのですが、そのうち 43名

に賛同いただいて活動しています。 

目的と事業内容については、特に特定疾病のない

地域の構築ということです。 



 組織の発足の経緯は、口蹄疫のさなか、自分の

ところの農場の殺処分が終わった後、手伝いとし

てほかの農場の殺処分の手伝いに入ったのです

が、その中でいろいろな関係者の人、同業者も含

め、「もう二度と繰り返したらいけない」という思

いです。もうひとつは、再開するに当たって、「自

分たちが本当にやろうという気持ちが大切であ

り、形にしようではないか」という話を作業の休

憩中などで交わしたことです。 

 実際７月に口蹄疫が収束に向かいつつある中

で、実際にどういった形でやろうかということで

集まりました。当時は特定の疾病ということは出

てこなかったのですが、意見交換を重ねる中で、

最低限、オーエスキーとＰＲＲＳという、経営に

打撃を与えて今まで苦しめられてきた疾病をまず

なくそうと、組織をつくろうということになりま

した。 



 組織については、まず、平成 22年７月に養豚再

建プロジェクト準備委員会という形で再建プロジ

ェクト委員会を、自分たち生産者、プラス開業獣

医を含め集まりました。 

何をやるかという中で、このＰＲＲＳ、オーエ

スキーについて話し合い、その中で、ひとつは、

まず生産者のコンセンサスが一番大事だというこ

とで、いろいろな生産者グループもありましたし、

系統・商系もありましたので、それぞれと座談会

という形で議論をして、最終的には、平成 22年８

月にプロジェクト協議会ということで正式に発足

させました。 

 その中で、最低限、オーエスキー、ＰＲＲＳと

いうことだったのですが、議論をする中で、生産

者以外に、経済連や県家畜保健所の方々、県の職

員等の人たちとも議論をして、最終的には、８月 1

9 日に宮崎県が口蹄疫復興指針というものを打ち

出し、その中に「特定疾病のない地域づくり」と

いうことで記載をしていただきました。 



 発生前は母豚でおよそ２万頭が地域にいたので

すが、それを一気に２万頭戻すということが、各種

豚メーカーや種豚の生産者に聞いてもまず難しい

ということでした。さらに、何でも集めればいいか

というわけではありません。こういった特定疾病を

やろうとしたときに、まず生産者に集まってもら

い、このときに８社の種豚メーカーにも来て頂き、

プレゼンテーションをしたのですが、今まで同じ種

豚というのは不可能だったので、紹介という形でし

ました。 

 あと、全国のＪＡＳＶという民間開業獣医の養豚

の専門の方のご協力をいただいて、ＰＲＲＳがない

ということのメリットについてセミナーを開き、生

産者自身の意識を、そういった特定疾病がないこと

のメリットをしっかりと認識した上で、スタートさ

せました。 

 あとは、これが一番大きかったですが、再開する

に当たって、いろいろなルールづくりをしました。

導入計画書の提出と導入元の検査証明、そういった

ものを導入した後の導入届と陰性証明の提出をす

るということで進めていきました。 



  協議会の活動実績については表にまとめたと

おりです。養豚新生プロジェクトチームというのが

ありますが、これは宮崎県農政水産部と新生養豚協

議会、あと宮崎県家保との検討会の場を県でつくっ

ていただき、県からの協力をいただきながら、進め

た部分です。 



  新生養豚プロジェクトを中心に、右上に自衛防

疫推進協議会、右下に県の宮崎県家保があります。

生産者との連携がひとつ大事になるということで、

新生と保健所と直接のやりとりというのもできた

のですが、地元に自衛防という組織があり、そこを

通した中での体制づくりに気をつけました。 

 あと、採血やいろいろな団体との連携を意識しな

がら、お互いできることは、自分たちでやりながら

も、いろいろな団体、関係機関との連携を意識した

協議会づくりを進めてきました。 



 経営の再開状況ですが、口蹄疫発生前、養豚は 1

34 戸でした。平成 20 年３月現在で 70 戸、戸数で

およそ 57％、頭数で約６割というところまで再開し

てきています。これ以降の再開は恐らく厳しいと考

えています。 

ひとつの要因としては預託農場が大幅に減って

いくということで、殺処分農場のおよそ３割～４割

が預託農場だったことを考えると、一貫経営もしく

は、預託農場で預託生産が行われない限り、これ以

上増えないと考えています。 



 最後にまとめとして、生産者自らがまずやるとい

うことが、取り組んできた中で大切だと感じていま

す。また、自分たちが取り組む中でいろいろな関係

機関との連携も大切だと思っています。 



  

 

 新生を立ち上げたときに設立趣意書をつくり、そ

の中で、自分の思いもあったのですが、前会長の野

津手重人さんという方が、一昨年脳梗塞で倒れてそ

のまま帰らぬ人となりました。その方と話す中で、

この養豚というものを自分の子や孫、その子供たち

に引き継いでいける、本当に 100年続く産業として

やっていくためには、自分たち生産者もしっかりと

やっていかないといけない。さらに、関係機関、団

体、いろいろな関連産業の方との連携・協力という

ものが本当に畜産地帯、地域として残っていくため

に必要ではないかということです。 

 彼の意思もありますし、そういうことを引き継ぎ

ながら、本当に地域として、産業、養豚が残ってい

く、必要とされるものとして残していきたいと思っ

ています。 

これからも頑張っていきたいと思いますので、ま

たよろしくお願いします。 


